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インドにおける金融構造の転換＊

-1969年主要商業銀行国有化以降(1)－

絵所秀紀

〔１〕はじめに

開発経済学は60年代後半に－大転期をむかえた。それは一言で言えば従

来のケインズ経済学をベースにした工業化論の挫折・解体と言えるであろ

う。これに伴って，資本不足論を中軸に据え，経済発展の決定的な要因と

して援助の役割と財政の役割とを強調した，５０年代から60年代中葉にかけ

て開発経済学の主流を占めていた考え方に代って，新古典派経済学をベー

スにした開発戦略が大きくクローズ・アップされてきた。経済発展におけ

る金融の役割が重要視されてきたのは，このようなコンテクストの中にお

いてである(1)。

の糸ならず，経済発展における金融の役割が特に重要視されるようにな

ったのは，若干のアジア諸国（韓国，台湾，インドネシアーとくに韓国）

における「金融政策の政功」が現実のモデルとして眼前に現われたからで

あった。すなわち，市場の需給を反映した高金利政策によって国内の潜在

的貯蓄が動員化され，高度成長を可能にしたというモデルである（いわゆ

る韓国の「金利現実化」政策)(2)。

本稿では以上のような背景を念頭に置きつつ，1969年の主要商業銀行の

国有化をバネとして，それ以降著しい金融の発展を記録しているインドの

事例をテーマとしてとりあげる。その意図は，そこに新古典派経済学をベ

ースにした高金利政策の導入によって高度成長を達成した韓国型とは鋭い

対比を示しつつも，なお発展途上国の経済発展における金融の役割という

テーマを追求する上で，無視することのできない－つの重要な歴史的発展
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類型を見出しうると考えるからである。

（*）本稿は既発表の拙稿「金融構造の展開」（山口博一編『現代インド政治経

済論』アジア経済研究所，1982,所収）をもとにして，加筆・改稿したもの

である。また本稿の草稿を「独立後インドにおける金融構造の展開」と題し

て，アジア政経学会関東部会（82年５月）で報告したが，その際出席者の方

方から貴重な御質問・コメントをいただいた。そのおかげで，これまで暖昧

であった点を若干なりとも明らかにすることができた。紙上で深謝する次第

である。

（１）拙稿「途上国非制度的農村信用市場論一インド金融構造論へ向けての

一サーペイー」（『経済志林』第48巻４号，1981年３月）

（２）RonaldLMakinnon，Ｍｂ"ｅｙα"‘ｃａｐ"αノガ〃ＥＣＯ"0〃ｃ〃"cJop＿

”e"'，Washington：TheBrookingslnstitution，1973；YungChulPark， 

‘`TheRoleofMoneyinDevelopingCountries''’１ＭＦＳ/cZノグｐａｐｅγs，

ＶｏＬＸＸＮｏ､２，Julyl973;渡辺利夫『現代韓国経済分析一開発経済学と

現代アジアー』，勁草書房，1982，第２章。

〔２〕独立後インド金融構造の転換点

独立後インド金融史上，最大の分水嶺は1969年６月の商業銀行上位14行

の国有化であった(1)。この措置によって，すでに1955年に国有化されてい

たインド最大の商業銀行であるＳｔａｔｅＢａｎｋｏｆｌｎｄｉａ（以下ＳＢＩと略記）

ならびにＳＢＩ補助銀行７行（1959年に国有化)(2)を加えると，全商業銀

行(3)に占める公共部門銀行の比率は，預金額の84％，融資額の83％，店舗

数の81％となった。これをもってインドの商業銀行は新たな歴史的展開の

起点を与えられることになった。

国有化の主要目的あるいは理念は，(1)店舗数拡大・預金額増大・融資額

増大という形をとって農村地域へと制度金融を浸透させること，(2)優先部

門への信用供与を増大させること，(3)全体的な国家的発展プログラムの中

で，公共部門銀行が経済発展の触媒的役割を果たすようになること，(4)と

りわけ融資額ならびに店舗数に関する銀行業の地域格差を縮小すること，

であった(4)。ただちにわかるように69年国有化が画期的な意義をもつの
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Iま，従来収益性がみこまれないために農村への進出をためらっていた商業

銀行をあえて国有化し，農村経済発展の一つの不可欠な手段として，商業

銀行を再編した点にある。

もっとも農村金融の近代化という理念は，すでに中央銀行であるインド

準備銀行（ReserveBankoflndia，以下ＲＢＩとllMf記）設立当初から主

要な課題として位置づけられており(5)，また1954年の全インド農村信用調

査（All-IndiaRuralCreditSurvey）勧告を受けてインド帝国銀行（1ｍ‐

perialBankoflndia）がSBIに再編国有化され，この労多くして功少な

い困難な課題にとりくむ姿勢を明らかにしてはいた。しかし現実には，農

村金融の近代化は遅々として進展しなかった。それは上に述べたように，

(1)そもそも農村金融という分野は収益性が承こまれないために，商業銀行

の業務対象にはなりがたいという理由に加えて，(2)同様の理由から，歴史

的に農村金融はインドにおいても協同組合銀行の業務領域であって，商業

銀行側には農村金融に関する知識も経験もスタッフも欠けていたこと，更

に(3)マネー・レンダー等を中心とする非制度的金融網の根強さ，等が主要

な阻害要因となっていたからであった。換言すれば，農村経済の後進性

（貨幣経済が十分に浸透していないこと，ならびに様々な形での共同体的

関係の優位性）が最大のボトルネックとなって，農村経済の近代化という

理念は実現の運びとはならなかった。インド帝国銀行のへの再編国有化に

よっても，インドの金融構造は農村金融に関するかぎり，ほとんど何らの

新しい動向を見ることなく，依然として都市集中型・大工業傾斜型をとら

ざるをえなかったのである。

しかるに1968年の「銀行業に対する社会的統制」（SocialContro10ver
、、、、、、、

Banking）案をステップとして，この時点で何故ふたたび農村金融の近代

化という理念が表面化し，銀行業の収益性悪化が当初から予測できたにも

かかわらず，あえて商業銀行を国有化してまでも農村金融への進出の具体

化を図ったのであろうか？たしかに途上国における制度金融の農村への

進出の必要性は，金融の二重構造の解消，貯蓄・投資の制度化，金融政策



２２インFにおける金融構造の転換

の有効性の増大といった観点からこれまで多くの論者によって指摘されて

きている(6)。しかし商業銀行の農村進出という事態は，これまでの論者の

想定を超えるものであり，また従来の金融史のコンテクストの中でもタブ

ーであったと思われる。「銀行の社会的責任」（SocialResponsibilityof

Banks）のスローガンの下で，商業銀行に開発銀行型の役割を付与し，し

かも産業金融ではなく農業金融へと業務領域を広げるという発想は，それ

だけで十分「金融革命」の名に値し､する(7)。一体，従来の金融史のタブー

に挑戦し，一個の「金融革命」をめざしたインドの実験の意図ならびに背

景は，いかなるものであったのか？国有化以降10年間の商業銀行のパフォ

ーマンスを具体的に検討するなかから，この点を明らかにしていきたい。

（１）これら14行は,国有化時点で預金額の大きい順に，CentralBankoflndia，

Bankoflndia，PunjabNationalBank，BankofBaroda，ＵｎｉｔｅｄＣｏｍｍ‐ 

ercialBank，UnitedBankoflndia，DenaBank，UnionBankoflndia， 

AllahabadBank，SyndicateBank，IndianOverseasBank，IndianBank， 

BankofMaharashtraである。

なおこれまでに69年国有化をテーマにした邦文論稿に，古賀正則「最近に

おけるインド産業政策の変化と銀行国有化」（『アジア諸国と日本との提携と

競合の関係」第Ⅱ分冊，大阪アジア中小企業開発センター，1971年）；落合

淳隆「インドの銀行国有化」（『アジア研究」１８巻２号，1971年）；栗本弘｢商

業銀行」（林利宗編『インドの金融事情」アジア経済研究所，1975年，所収）

がある。

（２）ＳＢＩ補助銀行はＳＢＩの全面的な統制管理下におかれている。国有化時点

でこれらは８行であったが，のちに７行になった。すなわち，StateBank

ofBikanerandJaipur（1963年にStateBankofBikanerがStateBank

ofJaipurを吸収合併)，StateBankofHyderabad，StateBankof

Mysore，StateBankofPatiala，StateBankofSaurashtra，StateBank 

ofTravancore,StateBankoflndoreである。これら補助銀行は国有化さ

れる以前は，かつての藩王国内に設立された，州立銀行であった。

（３）インドの商業銀行は，1934年のインド準備銀行法によって，①払込承資本

金プラス準備金が50万ルピー以上であり，②預金者の利益を損なわないよう

な仕方で業務をおこなっていると認められる指定商業銀行（scheduledcom‐

mercialbank）と，それ以外の非指定商業銀行(non-scheduledcommercial
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bank）とに分けられている。指定商業銀行の中には，公共部門銀行と非公

共（民間）部門銀行があり，後者はまたインド系商業銀行と外国銀行とに分

けられる。なお1976年時点で，指定商業銀行は113行，非指定商業銀行は７

行であり，非指定商業銀行のウエイトはほとんどとるに足らないものとなっ

ている。（ReseveBankoflndia，Ｓｔα/ｉｓ〃cαノＴａ６化ｓγcﾙﾒﾉ"ｇノＯＢα"ﾉｾｓ

ノ〃、､〃α，1976,ｐ､Ⅸ)。

（４）ReserveBankoflndia，Ｆ""c"o"/"ｇｏ／Ｐ"McSecZoγＢａ"んs；

RePo〃Ｏ／肋ＢＣＣ加伽〃Ce，1978,ｐ､１；Ｓ､Ｌ・Shetty，“Performaceof

CommercialBankssinceNationalisationofMajorBanks；Promiseand 

Reality''，ＥＣＯ〃ｏ加ｚｃα〃ｄＰｏﾉﾉﾉﾉCCZノＷｂｅｈ/y，Vol、XIIINos、３１～３３

（SpecialNumber),Augustl978o 

（５）Governmentoflndia,Ｔ〃ＣＩＭｊα〃Ｃｅ"ｚＭＢα"AF/"ｇＥ"9Ｍ６ｙＣｏ加一

〃"Ｃｅ：RePoγ/,1931；ReserveBankoflndia,Ｈ/s/oがｏ／肋ｅ肋Scγzﾉｅ

Ｂα"ﾉｾｏ′Ｉ"｡/α，Zg35-Zg5Z，1970,Chaps、７，１６，２３゜

（６）代表的なものとして，ＵＴｕｎＷａｉ,“InterestRatesOutsidetheOrga‐

nizedMoneyMarketsofUnderdevelopedCountries''’１ＭＦＳ/αﾉｸﾞ． 

ＰａＰｅγS，ＶｏＬＶＩＮｏ、１，Novemberl957；RonaldLMakinnon，ｏｐ．ｃit.；

ＤａｌｅＷ、Adams，‘`MobilizingHouseholdSavingsthroughRuralFinan‐

cialMarkets,'，ＥＣＯ"o〃ｃＤｅｚﾉe/oP籾c"/α〃。Ｃ"〃”αノＣ〃α"ge，ＶｏＬ

ＸＸＶＩＮｏ、３，Aprill978o

（７）かつて経済史家ガーシェンクロンは,途上国の現実を念頭に置きつつ,19世

紀ヨーロッパ諸国の工業化の歴史を類型化する中から，相対的な経済的後進

性の程度に応じて，銀行の社会的役割が変化していく論理を析出した。（A

Gerschenkron，“EconomicBackwardnessinHistoricalPerspective'，ｉｎ； 

Ｂ・Hoselitzed.，ＴﾉｉｅＰγogresso/Ｕ"delWzﾉeﾉoPedCo""ﾉｧﾉCs，Chicago

U・Ｐ､1952)。また，ＲＣａｍｅｒｏｎｅｔ.ａ1.,Ｂａ"ん/"ｇノ〃ノ"ｅＥαγﾉﾝＳ/ageｓ

ｏ／Ｉ"〃sﾉｧﾌﾞαﾉﾉごαﾉﾉo〃：ＡＳｍｄｙノ〃ＣＯ”ＰａｒαﾉﾉＵｃＥｃｏ"oMcHisto”，

OxfordU､Ｐ.，１９６７；ｄｏ.，Ｂａ"ん/"ｇα〃ｄＥｃｏ"o〃ｃＤｃｚﾉe/叩加e"/：so加ｅ

血SSO"ｓ〃Hjsto”，OxfordU､Ｐ.，１９７２；ＨｕｇｈＴ・Patrick，“Financial

DevelopmentandEconomicGrowthinUnderdevelopedCountries，,， 

ＥＣＯ"o〃ｃＤｅｚ）eルカ腕e"ノα"αＣ"ﾉﾉ"γαノＣ"α"gc，Vol・ＸＩＶ，January

l966，屯ガーシェンクロン仮説と同様の観点に立っている。すなわち後発国
●●●● 

になるlこしたがって銀行が工業化の積極的推進者になりうるという事実の発

見であった。しかし商業銀行の農村金融への進出という事実は，彼等の仮説

の視野の中にもやはり見出すことはできない。その意味で，インドの事例は
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ガーシェンクロン．モデルを現在の時点から新たな光をあて，一層豊饒化す

るうえでも，大きな示唆を含んだ一個の歴史的実験であるように思われる。

〔３〕国有化以降10年間の商銀のパフォーマンス

商業銀行のパフォーマンスに関して，政府･ＲＢＩは通常，(1)店舗数の増

加，とくに農村地域における店舗数の増加，(2)預金額の増大，(3)融資額の

増大，とくに優先部門に対する融資額・融資比率の増大，を主要な三つの

評価基準としている(1)。国有化以降10年，商業銀行はこの三つの評価基準

のどの点に照らしてゑてい､ちじるしい成長率を示しており，国有化以前

の状態と比較してみると，そこには明らかに大きな量的飛躍と質的転換が

認められる。インド金融史のなかで，近代的商業銀行が金融構造の中核的

な揺ぎない存在となったのは，６９年の国有化を境にしてである，と評して

も過言ではない。

（１）店舗数

第１表が示しているように，６９年６月から79年６月にかけての１０年間

に，全商業銀行の店舗数は8,262店（うち公共部門銀行は6,596店）から

30,202店（同，23,885店）へと3.7倍の増加をふた。とくに農村店舗数の

増加は顕著で，同期間に1,832店から13,333店へと実に11,501店の増加

（6.3倍）を記録し，全店舗数に占める農村店舗数のシェアーも２２．４％か

ら４４．１％へと増大した(1)。また準都市，都市，大都市の店舗数もそれぞ

れ2.4倍，３．３倍，２．６倍となったが，全店舗数に占める各々の店舗数のシ

ェアーは皆下落した。なかでも準都市店舗のシェアーは40.1％から26.3％

へと大幅に下落した。このために，農村と準都市の店舗数合計の全体に

占めるシェアーはこの10年間に62.5％から70.4％へとなり，その伸びはあ

まり大きなものではなくなってしまう(3)。他方，大都市店舗のシェアーは

20.0％から14.3％へと下落したが，インドにおいて100万人以上の人口を

かかえる大都市はわずか８都市（Bombay，Calcutta，Delhi，Madras，

Bangalore,Hyderabad,Ahmedabad，Kanpur）であることを思うと，な
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第１表全商業銀行の人口センター別店舗数

’
１
１
－
斗
－
－
１

1979年６月

数｜％

1969年６月 69年６月～７９
年６月間の増
加率(％）数 ％ 人口センタ

1』灘
一一一一

’21,178 

村
市
計

都

1）農

2）準

727.8 1．８３２ 22.4 44.1 

236.2 3．３２２ 40.1 26.3 

１
１
 

小 410.9 62.5 7０．４ 5,154 

(3)都市

(4)大都市

1.447 17.5 4,717 15.6 326.0 

20.0 4.307 1,661 14.3 259.3 

’
’
１
‐
 

小 計 3,1081３７．５ 9.024 29.9 290.3 

合 計 8,2621100.0 30.202 100.0 365.6 

(注）農村：人口数１万人まで

準都市：〃１万～10万人

都市：〃１０万～100万人

大都市：〃100万人以上

（1971年Censusによる分類）

出所：RBI,Ｆ""c肋"i"ｇｏ／Ｐ幼ＪｉｃＳｅｃ２ｏｒＢα"IFS，ｐ、１１８

ＲＢＩ，RePoγ'０〃Ｃ”γc"Ｃｙα"ｃＺＦｉ"α〃Ce，Ｚ979-80,Vol． １ｐ、１４５

お相当の店舗が大都市に集中していると言えよう。また州別の地域格差が

なお大きく存続しており，従来銀行業の発達が顕著であった諸州（通常，

大都市を含む）に店舗増加が集中する傾向があることも否めない。

（２）預金

第２表が示すように，全指定商業銀行の預金額は69年６月から75年12月

にかけて，466.5億ルピーから3,122.5億ルピーへと6.7倍の伸びを示した。

人口センター店舗別でゑてみると，農村店舗預金額が24.7倍の伸びを記録

したのを筆頭に，準都市6.8倍，都市6.5倍，大都市5.6倍とそれぞれ大幅

に増大した。また－店舗あたりの平均預金額も，店舗数の飛躍的増加にも

かかわらず，570万ルピーから990万ルピーへと，これまた大幅に増大し

た。この間，預金総額に占める農村店舗預金総額のシェアーは３．１％から

11.5％へと顕著な上昇をふたのに対し，準都市店舗のシニアーは22.0％か

ら２２．４％へとマージナルな上昇，また都市店舗のシェアーは２５．９％から
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第２表指定商業銀行の人口センター別預金額・融資額

（単位：1,000万ルピー）

69年６月～79年
12月間の増加額

1969年６月 1979年12月
人口センター

預金｜融資 預金ｌ融資 預金｜融資

(1)農村

総額に対する比率(％）

－店舗あたり平均額

(2)準都市

総額に対する比率(％）

－店舗あたり平均額

(3)都市

総額に対する比率(％）

－店舗あたり平均額

(4)大都市

総額に対する比率(％）

一店舗あたり平均額

１４５ 

３１ 

０．１０ 

１，０２４ 

22.0 

0.31 

1,209 

２５．９ 

０．６３ 

２，２８７ 

４９．０ 

１．５３ 

５４ 

１．５ 

０．０４ 

４０７ 

１１．３ 

０．１２ 

７２２ 

20.0 

0.38 

2,426 

６７．２ 

１．６２ 

３，５８３ 

１１．５ 

０．２６ 

7,006 

２２．４ 

０．８５ 

７，８３６ 

２５．１ 

１．５１ 

１２，８００ 

41.0 

３．２２ 

２，０１４ 

９．３ 

０．１４ 

３，４７１ 

１６．１ 

０．４２ 

４，７８４ 

２２．２ 

０．９２ 

１１，２９０ 

５２．４ 

２．８４ 

3,438 

１２．９ 

1,960 

１０．９ 

5,982 

２２．５ 

3,064 

１７．１ 

6,627 

２５．０ 

4,062 

２２．６ 

8,864 

４９．４ 

10,513 

３９．６ 

総額(1)～(4)

（％） 

一店舗あたり平均額

31,225 

(100.0） 

0．９９ 

21,559 

(100.0） 

0．６８ 

26,560 

(100.0） 

17,950 

(100.0） 

４，６６５ 

(100.0） 

０．５７ 

３，６０９ 

(100.0） 

0．４４ 

出所：RBI,Ｒｅｐｏγノｏ〃Ｃ”γe"ｃｙα"ａＦｊ"α"Ce，Zg80-8Z，ＶｏＬＩ，ｐ、１５２

25.1％へとマージナルな下落にとどまり，大都市店舗のシェアーは49.0％

から41.0％へとかなり下落した。このように国有化以降10年間に，預金総

額に占める人口センター店舗別のシェアーは，農村店舗シェアーの顕著な

増大と大都市店舗シェアーの顕著な下落によって特色づけられるが，次の

点は注意しなければならない。すなわち第１に，国有化時点での農村店舗

預金総額の水準がわずかに14.5億ルピーにすぎず，そのために成長率が

ふた眼に顕著になっているということ。第２に，前掲第１表より79年６月

時点での店舗総数に占める農村店舗数のシェアーは４４１％であるのに対

し，預金総額に占める農村店舗預金総額のシェアーは79年12月時点でもわ

ずかに11.5％にとどまっているということ。これに対し大都市店舗のほう
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は店舗総数に占めるシェアーはわずか14.3％であるのに対し，預金総額に

占めるシェアーは実に41.0％に達している。換言するならば，人口センタ

ー店舗別の預金吸収能力の配分は，国有化以降10年たった時点でもほとん

ど変化が承られない。第３に，６９年６月から79年12月にかけての預金増加

額の人口センター店舗別のシェアーをゑてみると，上記の点は一層明らか

になる。すなわちこの間における預金増加総額2,656.0億ルピーのうち，

39.6％にあたる1,051.3億ルピーが大都市店舗によって吸収されたのに対

し，都市店舗のシェアーは25.0％，準都市店舗のシェアーは22.5％，農村

店舗のそれは12.9％であった。つまり，国有化以降10年，農村店舗数の一

足飛びの大増加によってたしかに農村店舗の預金額も預金総額に占めるシ

ェアーも増加をふたが，預金吸収のメイン・ルートは依然として大都市・

都市店舗を通じるルートに求められており，店舗数拡大をテコとする制度

金融の農村への進出によって農村の潜在的貯蓄を吸収するという課題はな

お十分な成果を挙げているとは言いがたい(4)。

次に第３表によって人口センター別，預金形態別の預金残高の推移をゑ

て承よう。国有化時点でのデータは得られなかったが，６０年，７４年，８０年

の３時点，２０年間にわたるデータが得られた。これによると60→74年→８０

年にわたって，預金総額に占める当座預金のシェアーは35.9％→20.5％→

15.4％と低下したのに対し，貯蓄預金のシェアーは17.4％→26.6％→28.4

％と上昇，また定期預金のシェアーも46.7％→51.8％→56.2％と上昇した

（表中，最下段〔Ｂ〕欄）。とくに74年から80年にかげて定期預金の急速な

成長が注目を惹く゜また第３表にはでていないが，国有化以降はとりわけ

長期定期預金の伸びが最も顕著で，定期預金総額に占める５年以上の長期

定期預金のシェアーは69年３月から76年３月にかけて６．５％から37.5％へ

と大幅に増大した(5)。当座預金のシェアーの低下，貯蓄預金・定期預金の

シェアーの増大という傾向は，より詳細に人口センター店舗別に眺めてゑ

ても皆同様の傾向がうかがわれる（表中，各〔Ｂ〕欄)。預金形態に占める

人口センター店舗別のシェアーは，表中の各〔Ａ〕欄によって与えられてい
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第３表指定商業銀行の人口センター別・預金形態別預金残高

(単位：1,000万ルピー）

孟雰
１９８０ １９６０ １９７４ 

当座預金|貯蓄預金|定期預金|ヨ当座預金|貯蓄預金|定期預金|ヨ 当座預金|貯蓄預金|定期預金|ヨ
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(3.4)l 
1oo・Ｃｌ

(1)農村
〔Ａ〕（％）
〔Ｂ〕（％）

(2)準都市
〔Ａ〕（96）
〔Ｂ〕（％）

(3)都市
〔Ａ〕（％）
〔Ｂ〕（％）

(4)大都市
〔Ａ〕（％）
〔Ｂ〕（％）

1,943.0 
（10.4） 
49.0 

4,247.3 
（22.7） 
55.1 

4,766.4 
（25.4） 
57.0 

7,782.8 
（41.5） 
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（4.1） 
10.8 

387.0 

(17.6） 
15.9 

518.6 

(23.6） 
１９．６ 

318.6 

（6.2） 
８．０ 

870.6 

（17.0） 
11.3 

1,291.2 
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１
 

２
 

２
 

２
 

3,966.4 

（11.9） 
100.0 

,7,712.3 

（23.2） 
100.0 

'8,367.6 

１（25.1） 
’100.0 

13,275.2 

１（39.8） 
100.0 

342.2 

(12.0） 

i灘Ｉ
275.11 
内、Ｅ、’

(19.5） 
46.5 

179.3 

(19.5） 
100.0 

357.3 

(25.3） 
100.0 

730.0 

６７．５ 

(27.4） 
１８．９ 

９５．３ 

(38.7） 
１３．１ 

(25.0） 
２６．９ 

蝋蕊
(27.3)’ 
５０．２１ 

730.01,198.011,019.4 

(i;:;)|;雪０６)|(雷:;）
333.3 

(50.7） 
４５．６ 

聯↑I鰯.t輸轍《鰯|鮴巍|蝋
(5)計

〔Ａ〕（％）
〔Ｂ〕（％）

18,739.6 

（100.0） 
５６．２ 

33,321.4 

（100.0） 
100.0 

507.1 

(100.0） 
３５．９ 

246.1 

(100.0） 
１７．４ 

〔Ａ〕＝預金形態別にゑた，預金総額に占める各人センター預金額の比率

〔Ｂ〕＝人口センター別に糸た，預金総額に占める各預金形態の比率

出所：1960年，1974年については，Ｍ,Thyagarajan，“ExpansionofCommercialBanking：AnAssessment'’五PW

Nov,22,1975；1980年についてはRBI,RCPoγ/ｏ〃Ｃｚ”γe"ｃｙａＭＦｉ"α"Ce，Zg80-8Z,Vol・Ｉｐ､１５４
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る。この中で注意を要する事実は，当座預金総額に占める農村．準都市店

舗当座預金のシニアーの合計が60年→74年→80年にかけて，１８．８％→21.7

％→23.2％と増加傾向を辿っていることである。当座預金の性格を考える

と，こうした傾向は一見矛盾するかのような印象を受けるが，要するに農

村・準都市店舗の相当の部分が大都市・都市の周辺地域あるいは工業タウ

ンシップに増設されたという事実を物語っている。

以上，国有化以降10年の間に商業銀行の預金額は大幅に増大し，とくに

定期預金の伸びは著しかった。このことはインド全土にわたってバンキン

グ・へピットが急速に浸透しつつあることを示しているようにも思われる

が，同時にこの間における預金の飛躍的増大は，(1)マネー・サプライの累

積的増大ならびにインフレーションといった名目的要因による上昇(6)，（２）

証券市場の低迷(7)，といった外部的諸要因に加えるに，(3)預金獲得のため

の銀行間の不健全な過当競争(8)，によるところも大きい。

（３）融資

預金額の著しい増加と歩調をあわせて，全指定商業銀行の融資額も69年

６月から79年12月にかけて,360.9億ルピーから2,155.9億ルピーへと6.0倍

の伸びを示している（前掲第２表参照)。人口センター店舗別にゑて承る

と，農村店舗融資額が実に37.3倍になったのをはじめとして，準都市8.5

倍，都市6.6倍，大都市4.7倍となった。また－店舗あたりの平均融資額は

440万ルピーから680万ルピーへと増大した。この間，融資総額に占める農

村店舗融資総額のシェアーが1.5％から9.3％へと大幅に上昇したのをはじ

め，準都市．都市店舗のシェアーもそれぞれ，１１．３％→16.1％，20.0→

22.2％へと上昇した。これに対し，大都市店舗のシェアーは６７．２％から

52.4％へと大きく下落した．しかしながらここでもまた預金の人口センタ

ー店舗別についての注意と同様の注意が必要である。すなわち，国有化以

降'０年間における各人ロセンター別の店舗数の店舗総数に占める比率と，

各人口センター店舗における融資額の融資総額に占める比率とを比較して

承れば明らかなように，人口センター店舗別の信用供与能力の配分にほと
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変化が承られない。また79年12月時点で，融資総額に占める大都市・都市

店舗融資額のシェアーは全体の3/4であり，更に69年６月から79年12月に

かけての融資増加総額に占める大都市店舗のシェアーはほぼ1/2に達して

おり，大都市・都市集中型の融資構造が根強く定着しているという事実が

くっきりと浮び上ってくる。更に69年６月，７９年12月あるいはこの間の増

加額のどの基準をとってみても，人口センター店舗別の預金額，融資額の

シェアーに関して以下の事実が浮び上ってくる。すなわち，農村・準都市

・都市店舗の場合には，それぞれの預金額の預金総額に占めるシェアーの

ほうが，それぞれの融資額の融資総額に占めるシェアーより大きいのに対

し，大都市店舗の場合に限り，この関係が逆転しているという事実である。

ありていに言えば，農村・準都市・都市店舗においては預金吸収機能のほ

うが信用供与機能よりも大きく働いているのに対し，大都市店舗では逆に

信用供与機能のほうが預金吸収機能よりもすぐれている。つまり，農村・

準都市・都市店舗で吸収された預金の一部が大都市店舗へと流れてという

ことに他ならず，ここでもまた大都市集中型の融資構造が定着している様

子がうかがわれる。

さて69年の銀行国有化にあたって，もっとも重要な目的とされたことの

一つは，雇用促進を目的として「優先部門」（prioritysectors)および「社

会の弱小部門」（weakersectionsofthesociety）へ銀行信用を拡大する

ことであった。そして政府は，その後79年５月までに公共部門銀行の融資

残高の1/3が優先部門にふりむけられるべきであるとの目標を設定した(9)。

ここで優先部門と呼ばれている部門は，農業，小規模工業を中心とする小

規模部門，およびその他優先部門から成っている。第４表は指定商業銀行

ならびに公共部門銀行の優先部門融資残高をふたものである。全指定商業

銀行の優先部門融資残高は69年６月には50.5億ルピー（うち公共部門銀行

の糸では441億ルピー）であったが，１０年後の79年６月には590.8億ルピ

ー（同，523.3億ルピー）へと11.7倍（同，１１．９倍）の増大を記録し，ほ

ぼ同期間（69年６月～79年12月）における全指定商業銀行の融資総額の伸
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第４表商業銀行の優先部門融資残高
（単位：1,000万ルピー）

公共部門銀行融資残高 全指定商業銀行融資残高

部 門
1980年
６月

1969年
６月

1980年
６月

1969年
６月

1979年
６月

1979年
６月

(1)農業

うち

（i）直接金融

（ii）間接金融

(2)小規模部門

うち

(i)渠露運転手
（ii）小規模工業

（iii）工業団地設立

(3)その他優先部門

うち

(i)鑛蕎菫よび小
(ii)三思諸臺桑ナ
（iii）教育

188 3,097 2,459 162 2,221 2,965 

1,678 

５４３ 

２，４７３ 

1,825 

６３４ 

２，８２０ 
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２５１ 
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優先部門融資総額
＝（１＋２＋３） 4４１１５，２３３１６，８６８１５０５１５，９０８１７，２７８ 

銀行融資総額’3,016116,700120,02613,599119,687122,068

銀行融資総額に占
める優先部門融資
総額の比率（％）

30.0 33.0 34.3 14.0 1４．６ 31.3 

出所：RBI,RcPoγ/ｏ〃Ｃ”γe"cjMz"‘Ｆｉ"α"Ce，Z980-8Z，Vol、Ｉｐ、１４１

ぴ率6.0倍の約２倍の伸び率となった。これによって全指定商業銀行の融

資総額に占める優先部門融資額のシェアーも，６９年６月の14.0％から79年

６月には30.0％へと飛躍的に増大した（公共部門銀行だけでは，１４．６％か

ら31.1％への増大)。第４表から明らかなように，この比率は80年６月に

は更に増大した。以上のパフォーマンスは，政府の設定した目標達成ペー

スを若干下まわったものの，かなり満足のいくものであったと言ってよ

い。優先部門の中では，７９年６月時点で，全指定商業銀行の場合，農業部
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８
 

１
６
５
１
３
 

７
４
２
２
７
 

９
９
９
９
 

５
４
１
１
 

５
β
９
２
’
 

７
０
６
２
 

６
６
 ;塞口

（
０
ｏ
】
ん
宝
ｏ
】
（
５
１
（
ん
玉
＊
ｎ
〉
ｏ
】
（
ｏ
、
Ｕ
（
ｏ

ｎ
。
〈
Ｕ
ｑ
Ｕ
Ｐ
ｏ
勺
上
△
４
戸
、
１
１
１
（
Ｒ
）
〔
ひ
ｎ
Ｕ
０
Ｊ

２
７
５
１
４
７
０
⑲
ｎ
４
６
３
７
０
 

ｑ
Ｚ
２
ａ
３
４
４
６
２
Ｌ
Ｌ
 

，
 

『
上

１
（
 

ｌ
ｌ
 

ｎ
Ｕ
ｏ
〉
ｏ
〉
『
上
ワ
ニ
△
４
刈
云
＊
（
ｂ
（
Ｕ
ｎ
ｄ
ｏ
】
ｏ
】

。
。
。
。
。
。
。
、
ノ
。
。
。
。
。

（
ｏ
△
４
勺
上
、
。
〈
Ｕ
Ｐ
Ｏ
ｏ
』
ｎ
Ｕ
Ｐ
Ｄ
ｑ
）
〈
０
ｑ
ｕ
Ｐ
ｏ

△
４
３
１
１
（
１
０
】
ｏ
】
・
１
－

（
ｂ
 

／
ｋ
 

ｑ
ｕ
（
０
万
Ｊ
１
１
ｊ
４
２
４
ワ
ニ
＊
（
０
ｏ
］
『
Ｌ
Ｐ
、
ｏ
）

螂
醐
卿
卿
Ⅷ
螂
螂
刎
瑚
記
皿
帥
的

リ

マ
上

１
１
 

句
Ｊ
『
上
（
０
ｑ
Ｕ
（
ひ
⑪
。
△
４
＊
（
ろ
ｏ
〉
（
ｂ
〈
Ｕ
１
《

・
・
・
・
。
。
。
、
ノ
。
。
。
。
。

【
Ｊ
（
ｂ
『
上
ワ
】
（
ひ
（
０
ｑ
〕
〈
Ｏ
Ｐ
Ｄ
◎
】
Ｐ
Ｃ
ｑ
〉
Ｐ
Ｄ

ｊ
４
ｑ
）
勺
上
１
△
ｏ
］
ワ
ニ
。
『
上

旬
ｌ
ｒ
ｋ
 

１
１
 

４
５
９
４
１
１
４
９
＊
８
５
２
０
６
 

・
・
・
・
・
・
・
・
Ｊ
・
・
・
．
．

６
５
０
０
７
１
８
５
１
８
２
６
３
５
 

４
３
１
１
２
２
・
１７
 
く

似
刃
陀
Ⅱ
蛆
印
朋
朋
嫉
妬
蛆
Ⅲ
皿
弱

２
７
４
４
９
１
８
４
９
５
３
８
４
７
 

９
９
？
？
 

，
，
４
，
 

６
４
１
１
３
３
９
２
 

く

：
ｉ
ｊ
■
…
：
！
 

・
・
．
．
．
．
・
・
Ｊ
・
．
．
．
．

８
８
０
０
６
１
６
４
４
８
２
５
３
５
 

４
３
１
１
２
２
・
１
５
 
く

〔、工業

（a）大中規模工業

（b）小規模工業

〔Ⅱ〕農業および農業関連

うち

（a）直接金融

（Dプランテーション

〔Ⅲ〕国内商業

（a）卸売取引

48.0 

36.1 

11.9 

14.8 

2,068 

1,857 

２１１ 

６７ 

1,849 

1,961 

藻Ⅲ
11.4 1,405 

4,198 ２２．３ 

１９．１ 

(7.8)＊ 

１１．３ 

３．２ 

６．５ 

３．３ 

５．１ 

鱗｜
：ｉｉｌ肌’
,61蓋!’

;ｉ１ｉｌ 
ｍｌ 

うち食糧買上げ

（b）小売取引

〔Ⅳ〕サービス業

〔、個人貸付

〔Ⅵ〕その他 341 11.1 

3,O64110qOlM78110001M7110MI15,96111000119,16311000121,312110Ｍ 〔Ⅶ〕 計

出所：RBI,RePoγオｏ〃Czcγγe"ｃＷｚＭＦｒ"α"Ce，Zg80-8Z，ＶｏＬＩｐ､１３５

＊カッコ内の数字は「卸売取引」から「食糧買上げ」をのぞいた融資額ならびに融資比率
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門が優先部門融資総額の41.6％，小規模工業部門が39.5％を占め，両部門

をあわせると81.1％になっている。また農業部門に対する融資方式は，国

有化以降，農村・準都市店舗の拡大にともなって，間接金融（リファイナ

ンス）中心から直接金融中心へと転換した。

優先部門に対する融資額ならびに融資比率の急速な増大にともなって，

当然にも部門別融資残高の比率も国有化以降大きく変化した。第５表はこ

の推移をふたものである。何よりも眼につくのは大中規模工業部門のシェ

アーが，国有化より１年余あまり以前の68年３月の67.5％より，国有化よ

り７年後の76年６月には38.2％にまで低下し，その後もほぼ35％前後の水

準で低滞していることである('0)。逆に優先部門である小規模工業部門と

農業および農業関連部門のシェアーは顕著に増大した。すなわち小規模工

業部門は68年３月の6.9％から76年６月には10.7％へとシェアーを伸ばし，

その後も継続的にシェアーは増大しつづけ，８０年６月には11.9％にまでに

達した。農業および農業関連部門のシェアーの拡大は更に著しく，６８年３

月の2.2％から76年６月には１０．４％へと伸び，その後も一貫してシェアー

を拡大しつづけ，８０年６月には14.8％となった。国内商業部門のシェアー

拡大もまた著しい。すなわち68年３月の19.9％から77年６月には28.4％に

までシェアーを拡大した。しかし78年以降はシェアーは縮小しはじめ，７８

年６月には26.3％，７９年６月には25.4％，８０年６月には22.3％へと低下し

ている。ところで国有化以後の商業部門のシェアーの増大は主に食糧買上

げに対する融資比率の増大によるものである。食糧買上げに対する融資と

は，中央政府および州政府ならびににそれらの代理機関に対する融資であ

って，このことは国有化以降，銀行信用が食糧買上げ融資というルートを

通じて，民間部門から公共部門へと大きくふりむけられたということを意

味している。第５表のカッコ内の数字は卸売取引に対する融資比率から食

糧買上げに対する融資比率をさし引いたものであるが，明らかなようにこ

の比率は68年３月の14.2％から76年６月には５．４％まで大きく低下した。

その後若干シエアーは拡大したものの，国有化以前と比較するとほぼ1/２
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の水準となっている。換言するならば，国有化によって，民間卸売取引部

門は銀行信用の「圧搾」（"creditsqueeze,，）を最も強く感じている部門で

あると言える。たしかに大中規模工業部門に対する融資比率も大きく低下

し，最近（1982年６，７月）の新聞紙上では，産業界から「信用圧搾」の

不満が大きく噴出し，金融緩和を要求する声が続出していることが報じら

れてはいる('､。しかし，この部門はこれまでにすでに政府の様々な恩恵

を蒙ってきた財閥型企業が中心になっており，かつ長期金融機関からの借

入れも可能であり，また証券市場（とくに社債市場）の発達によって資金

調達する途も聞かれており('2)，様々なルートによって銀行信用の圧搾を

回避することが可能である。これに対し民間卸売取引部門にとっては，こ

のようなルートはほとんど利用しえない。流通部門の大宗である民間卸売

第6-Ａ表指定商業銀行の公共部門．民間部門別融資残高
（単位：1,000万ルピー）

公共部門 民間部門
銀行融資
残高総計

時 点

融資残高｜％ 融資残高１％

1968年６月28日

1974年６月28日

1974年12月27日

1975年６月27日

1975年12月26日

8.6 

15.2 

13.6 

18.3 

20.6 

2,835.7 

6,780.2 

7,036.8 

7,359.9 

7,951.0 

3,102.9 

7,999.1 

8,143.5 

9,011.0 

10,013.2 

267.2 

1,218.9 

1,106.7 

1,651.1 

2,062.2 

４
８
４
７
４
 

●
●
●
●
●
 

１
４
６
１
９
 

９
８
８
８
７
 

うち＊

(a）商業およびその他部門

(b）製造業

うち

１）綿織物

２）化学および化学製品

の議驚金属および金属
４）エンジニアリング

の電力

70.6 

86.7 

4,312.4 

5,429.4 

1,267.7 

721.1 

29.4 

13.3 

3,044.7 

4,708.3 

615.3 

589.7 

755.2 

1,230.7 

106.3 

１
２
０
８
９
 

●
●
■
●
●
 

６
３
９
３
０
 

９
９
７
７
３
 

２４．１ 

40.0 

158.8 

322.4 

７３．４ 

591.2 

549.9 

596.4 

908.3 

３２．９ 

９
８
０
２
１
 

●
●
●
●
●
 

３
６
１
６
９
 

２
２
６
 

＊1975年12月26日時点。

出所：RBI,ルカoゾノｏ〃Czc〃c"ＣｙａＭＦｊ"α"cc，Ｚ976-77,ＶＣＬＩ，ｐ､９９
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第6-Ｂ表指定商業銀行の公共部門．民間部門別融資残高

（単位：1,000万ルピー）

1975年12月1975年６月 1976年６月
組織のタイプ

融資残高｜％ 融資残高｜％ 融資残高｜％

1．公共部門

１）中央政府所有企業

２）州政府

３）州政府所有企業

４）準政府法人

2．協同部門

ａ民間部門

１)政府経営公開・非公開会社

2)識iii雲|雲鰹i鍵l1ii会
３)その他

４．個人

５．未分類

1,651.1 

1,015.1 

195.6 

302.6 

137.8 

150.6 

5,847.5 

169.8 

3,656.6 

2,021.1 

530.5 

０．５ 

２
４
４
７
７
８
５
１
７
７
５
 

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 

０
２
２
３
１
１
１
２
４
４
６
 

２
１
 

７
 

４
２
 

２
８
６
７
０
２
４
３
４
８
９
２
 

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
 

２
１
４
７
８
５
６
０
６
９
５
０
 

６
９
７
３
５
６
９
８
９
１
０
 

０
３
１
３
１
１
１
１
８
１
６
 

２
１
 

９
４
９
８
８
８
６
０
１
５
７
 

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 

２
５
１
３
１
１
８
２
３
３
６
 

２
１
 

６
 

４
２
 

１
８
２
４
８
９
３
２
１
１
９
９
 

■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
■
 

２
９
７
５
０
４
０
０
３
７
６
３
 

０
３
９
１
５
０
４
９
４
０
７
４
 

１
１
２
５
１
２
５
１
０
３
６
 

３
９
 

３
２
 

４
２
 

４
３
８
９
４
９
９
３
３
８
４
４
 

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
 

９
０
２
４
１
１
１
１
８
１
６
０
 

２
２
 

６
 

３
２
 

計’8,,8M|,OqOl9O2Ml1OOOl1q56Ml1OO、合

出所：RBI，Ｂａ"ﾉﾚﾉ"ｇＳｊα〃sﾉﾉCs；ＢａｓｊｃＳ/αfｉｓ〃cαノＲｅﾉ"γ"s，Ｓ"加沈α〃

RcszcJfs，Dece”beγＺ９７６，１９７８，ｐ、１３

取引部門が，国有化という形をとって進展したインド金融近代化政策の中

で見捨てられていくという事実は〔'3)，換言すればこの部門が経済と金融

のフォーマル・セクターとインフォーマル・セクターとの接点に位置して

いるということに他ならない。この部門が，フォーマル・セクターが生糸

だした歪承に対するクッションの役割を果たしているとも言えよう('4)。

最後に忘れてはならない銀行の融資構造に生じた国有化以後の顕著な変

化の一つは，公共部門に対する融資額ならびに融資比率の大幅な増大であ

る。第6-Ａ表，第6-Ｂ表は，指定商業銀行の公共部門・民間部門別の融資

残高の推移をふたものである。これら両表によると，公共部門融資残高の

融資残高総額に対する比率は国有化以降一貫して上昇しつづけ，６８年６月

の8.6％から76年６月には29.4％へと推移した（ただし第６-Ａ表，第6-Ｂ

表の間には，非公共部門融資残高についてのデータ部分にかなりの相違が
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ある。７５年６月，７５年12月についてのデータは両表共通なので比較してみ

れば明らかなように，公共部門融資残高については相違がない。非公共部

門融資残高についてのくいちがいが何故出てくるのかは原因は不明である

が，第6-Ａ表のほうが正確に近い数値であると推測できる。したがって第

6-Ｂ表における公共部門融資比率は若干過大評価になっているものと思わ

れる)。公共部門融資比率の急激な上昇は，先にも指摘したように，主に

食糧買上げ・配給・在庫に対する融資額の増大によるものであるが（第６－

Ａ表の「商業およびその他部門」に含まれている)，製造業部門，とくに

エンジニアリング産業ならびに基礎金属および金属製品産業，に対する融

資額の増大も一役買っている。組織別にゑてゑると，公共部門の中では中

央政府所有企業が圧倒的なシェアーを占めており，またそのシェアーは一

層増大する傾向にある（75年６月：６１．５％→75年12月：６７．５％→76年６月

：６９．０％)。つまり国有化によって，銀行融資の配分は公共部門に有利に

なるように，また公共部門の中では中央政府所有企業に有利になるように

展開し，その中心は食糧買上げ・配給・在庫に対する融資の増大に求めら

れる('5)。

（４）融資／預金比率

ここまでわれわれは国有化以降の商業銀行の著しい成長を，店舗数，預

金額，融資額ついてフォローし，かつ各々の成長の特徴的性格を析出して

きた。次にすすんで，国有化以降，商業銀行の融資／預金比率がどのよう

に推移したかをフォローしてふたい。

第７表は指定商業銀行の営業についての概観である。この表の最下段が

融資／預金比率の推移をふたものである。６９／70年のこの比率は79.0％で

あり，７０／71年には79.3％に上昇したが，７１／72年，７２／73年と急速に低

下し，７３／74年から再度上昇し，７６／77年まで相対的に高い比率を示して

いる。しかし77／78年から再び急速に低下し，８０／81年では66.8％となっ

ている。言うまでもなく融資／預金比率の変動は中央銀行の金融政策に

よって大きく左右される。インドの場合，中央銀行は「現金準備比率」



第７表指定商業銀行の営業

(単位：1,000万ルピー）

|棚；,|Ⅲ；,■Ⅲ；｣肌；,|肌ﾘｲ肌；`|脈；`1肌；Ⅱ､；`|肌；,|Ⅲ90|棚全

U｣灘;'鍵iIl瀧
口Ｉ灘l蕊灘

〔、露ｼｽﾃﾑに対する
〔Ⅱ〕その他債務
うち預金総額
（i)）当座預金
（iiD定期預金

〔Ⅲ〕ＲＢＩからの借入金

〔Ⅳ〕支払準備
１)手持ち現金
２)ＲＢＩ預け金

〔v〕譽薑ｼｽﾃﾑに対する
〔Ⅵ〕役資
，)政府証券
２)その他証券

〔Ⅶ〕融資
，)貸付,現金融資,当座賃越
２)内国手形
３)外国手形

支払準備／預金比率(％）｜

政府証券投資/預金比率(%)士
融資／預金比率(％）

12.8 8.4 7.7 6.4 8.5 9.6 11.8 13.4 6.4 6.2 6.3 5.6 

26.6 23.4 24.0 23.2 23.1 23.2 25.0 23.3 23.9 23.2 22.4 24.5 

70.8 76.8 79.0 79.3 74.1 73.0 74.1 75.0 67.3 65.9 67.8 66.8 

出所：RBI,Rcpoアオｏ〃Ｃ”γc"ＣｙａＭＦｊ"α"Ce，Ｚ975-76,Vol．Ⅱｐｐ､56-57

ｄｏ.，RePoγノｏ〃Ｃ”γC"ｃｙｚｚ〃ｄＦｊ"α〃Ce，Ｚｇ８０－８Ｚ，Vol．Ⅱｐ、５１

山
『
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（cashreserveratio）と「法定流動性比率」（statutoryliquidityratio）

の弾力的な運用をつうじて金融の緩和あるいは引締めの主要な武器として

いる('6)。この両者の変更は，支払準備／預金比率と政府証券投資／預金

比率の変更となって具体化する。更にＲＢＩからの借入金もまた融資／預

金比率に影響する。こうしてみると69／70年，７０／71年の融資／預金比率

が相対的に高いのは，主にＲＢＩからの借入金比率が大きいことに原因が

ある。実際，７０／71年の「支払準備金（中央銀行貨幣）－ＲＢＩからの借

入金」はマイナスとなり，オーバー・ローンになっている。７１／72年以降

の融資／預金比率の相対的低下は，オーバー・ローンの状態が解消された

ことに加えて，７２／73年の場合には政府証券投資率の増大，７３／74年の場

合には支払準備率の増大によるものである。７７／78年以降の融資／預金比

率の顕著な低落の主原因は，ＲＢＩへの預け金の急速な増大によって，「支

払準備金一RBIからの借入金」が大きくプラスになり，また支払準備率

も急速に上昇したためである。いずれにしても国有化以降の商業銀行の営

業の特徴として以下の点が挙げられる。(1)中央銀行からのオーバー・ロー

ンが解消された(17)。また(2)融資／預金比率は変動はあるものの，全体と

してゑると国有化以前の水準より低下しており，とくに77／78年以降，こ

の比率は著しく低下した。これに対し(3)支払準備／預金比率は，これまた

変動はあるものの，７６／77年以後は顕著に上昇した。(4)政府証券投資／預

金比率はこの間大幅な変動はなく，ほぼ1/4程度であった。

国有化にあたっての主要目的の一つは銀行業に関する地域格差の縮小に

あった。この点を検討するために，まず第８表では，公共部門銀行の州別

の融資／預金比率を挙げておいた。これによると，国有化時点での69年６

月から10年後の79年６月の間に，全体としての融資／預金比率が低下する

中で，州問の格差は若干縮小したように思われるが，なおきわめて大きな

格差が存続している。７０年６月時点で，融資／預金比率が最低の州はヒマ

ーチヤル・プラデシュで28.0％，これに対しこの比率が最高の州はタミー

ル・ナドゥで94.0％で，両者の間には３．４倍の差がある（中央政府直割領
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第８表公共部門銀行の州別融資／預金比率
（単位：1,000万ルピー）

1979年
６月

融資／
預金
（％） 

1977年６月1969年６月
州および中央

政府直割領
融資／
預金
（％） 

資融／
預金
（％） 
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ジャム＆カシミール
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タミール・ナドゥ
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出所：RBI,Ｆ""c〃o"/"ｇｏ'Ｐ"ＭｃＳｃｃ/oγＢａ"ﾉｬS，ｐ、１３０

ＲＢＩ，RcPoγ/ｏ〃Ｃ”γe〃ｃｙ＆Ｆｊ"α〃Ce，Ｚ９７９－８０，ＶＣＬＩ，ｐ、１４０

であるチャンディガラの比率は実に366.1％で，この数値とヒマーチャ

ル・プラデシュのそれとを比較すると，その格差は13.1倍となる)。また

全体の融資／預金比率を上まわっている州は，アンドラ・プラデーシュ，

カルナタカ，マハラシュトラ，タミール・ナドゥの４州と政府直割領であ

るデリーとチャンディガラの２都市の糸である。逆にこの比率が50％以下
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の州は，アッサム，ビハーノレ，ヒマーチャル・プラデシュ，ジャム＆カシミ

ール，パンジャブ，ウッタル・プラデシュの６州となっている。これらの

ことから言えるごく大まかな傾向は，国有化以降10年たった時点でも，産

業的に発展した大都市を含む諸州の融資／預金比率は，主として農村・準

都市型である後進諸州のそれよりも大きく，信用の配分がこれら先進諸州

に有利になっていることがうかがわれる。またデリー，チャンディガラと

いった中央政府直割の北部商業都市の比率がずば抜けて高いのは，北部諸

州生産の小麦の集積地としてこれら両都市が機能しているためであり，緑

の革命の進展との強い関連を示している。また，とくにデリーは政治権力

の中枢であり，公共部門金融の要となっていることがうかがわれる。次

に，６９年６月から79年６月の10年間にかけての，各州ごとの融資／預金比

率の推移をみてjZAよう。この間，融資／預金比率の大幅増を記録している

のは，チャンディガラ（278.3％→366.1％）とデリー（68.1％→１１４３％）

の２都市であるが，これを別にすると，ハリヤナ（46.9％→66.2％)，ジ

ャム＆カシミール（5.6％－>３４０％)，パンジャブ（27.0％→38.4％)，ラ

ジャスターン（52.1％→69.1％）といった北部諸州であり，これまた小麦

中心の緑の革命の進展との密接な関連を示唆している。これに対し，逆に

融資／預金比率が大幅に減少したのは，アンドラ・プラデシュ（100.8％

→76.7％)，マハラシュトラ（93.5％→74.6％)，タミール・ナドウ(133.5

％→94.0％)，西ベンガル（109.9％→59.2％）といった，それぞれハイデ

ラパード，ポンペイ，マドラス，カルカッタという大都市を拠点におく先

進諸州である。とくに西ベンガル州の落ちこゑは激しく，国有化時点では

全国平均の融資／預金比率を大きく上まわっていたのに，その後は全国平

均をもはるかに下まわってしまった。この激減の原因は西ベンガル州にお

ける「左翼戦線」政府（反デリー・反インディラ政権）の成立と密接な関

連があるように思われる。国有化以後，商業銀行もまた政治の動向から自

由ではない。

次に第９表によって，人口センター店舗別の融資／預金比率の推移を承
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第９表全商業銀行の人口センター店舗別融資／預金比率

(％） 
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出所：Ｓ､LShetty,“PerformanceofCommercialBankssinceNationalisation

ofMajorBanks，，,ｐ，１，４１９ 

RBI，RcPorオＯ〃Ｃ"〃e〃ｃｙα"‘Ｆｊ"α"Ce，Ｚ979-80,Vol、Ｉ，ｐ、１４７

ていただきたい。まず眼につくのは農村店舗の比率がほぼ一貫して上昇傾

向にあるという事実である。また準都市店舗のそれはこの10年間のうちで

72年12月に最低を記録し，その後は上昇傾向を辿っている。逆に都市店舗

のそれは74年12月に最高を記録し，その後は低下傾向を辿っている。大都

市店舗の場合はほとんど一貫した傾向を見出すことはできないが，７６年１２

月に103.4％を記録したのちに急速な低下傾向を辿っていることは注目し

てよい事実であろう。以上のごく大まかなトレンドからゑて，国有化以降

10年，人口センター店舗別の融資／預金比率はほんのわずかではあるが，

農村・準都市に有利になるように推移したように思われるが，しかしなお

相互間の格差には大きなものがある。全国平均の融資／預金比率を上まっ

ているのは大都市店舗だけであって，都市・準都市・農村店舗のそれは６９

年12月から79年12月の10年間にかけて一度たりとも全国平均を上まわった

ことはない。銀行の信用供与がいかに大都市店舗に集中しているかが，う

かがわれよう。また４つの人口センター店舗の中ては準都市店舗の融資／
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預金比率が，７２年12月以降は，農村店舗のそれを下まわって最低となった。

一方，農村店舗の融資／預金比率は国有化以降ほぼ一貫して上昇しつづけ

たために，７９年12月には，都市店舗のそれと比較してもあまり遜色のない

ものになっている。

以上，国有化以降10年，銀行業の地域格差については，融資／預金比率

の推移から判断すると，たしかに若干の縮小傾向はあるものの，依然とし

てきわめて大きな格差が存続している。また特徴的に言えることとして，

銀行の信用配分は先進州・先進地域・大都市に有利になるように展開し，

また農村では緑の革命の推進州・地域に有利になるように展開した。

（５）８０年４月６商業銀行追加国有化の背景と意味

これまでの議論を要約しておこう。国有化以降10年，公共部門銀行を中

核とする商業銀行は，店舗数の増加，預金額の増大，融資額の増大，どの

評価基準をとってゑても著しい進展を記録し，また商業銀行が経済発展の

テコとなるべく農村金融の充実と優先部門への融資をとくに重視するとい

う「銀行の社会的責任」も，十分とは言えないまでも，かなり満足のいく

程度にまで達成された。しかし同時に明らかになったことは，各州間・各

人口センター間の地域格差は国有化によってもほとんど解消することな

く，とくに先進州・大都市に有利な融資構造が定着している。また国有化

以降，銀行の信用配分は緑の革命推進地域に有利になるように，かつ公共

部門に有利になるように展開した。

しかしながら以上の点に加えて，以下の諸点が国有化以降無視すること

のできない問題として浮び上ってきた。すなわち銀行の管理面ならびに経

営面での歪みという問題である。より具体的に言えば，(1)政府ならびに

RBIの設定した評価基準を絶対視するあまりに，各銀行の上級スタッフ

の間に権力志向主義や立身出世主義（都市志向型パーソナリティ）をはび

こらせ，店舗拡大・預金獲得・融資増大をつうじて，不健全な過当競争の

歪承をもたらした(18)。また，(2)あまりにも急激なペースで店舗数が増加

したために，有能なスタッフが絶えず不足し，また効率とサービスの悪化
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ないしは低下をも11平ぴおこした(19)。更に，(3)農村金融を中心とする新分

野への急速な進出のために，銀行の収益性を低水準におしとどめることに

なった(20)。

ところで80年４月にあらたに商業銀行６行が追加的に国有化されたが,

その背景には69年に国有化された公共銀行の管理上・経営上の状態の悪化

という事実があったことを，見落してはならない。第10表は，８０年にあら

第10表銀行グループ別パフォーマンスの比較

（単位：1,000万ルピー）

店舗数’預金額’融資額

銀行グループ

1969119781聯'1169119781聯'1969119781聯

蕊if繩M;鱗|郷
出所：ＣＯ”"”Ce，April26，1980,ｐ 696Table４ 

第11表８０年国有化銀行の優先部門融資額・融資比率

１９７３ １９７８ 

銀 行 名

(,幾搬)|融雛率|(,瀞,jliL)|融舗率
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ＶｉｊａｙａＢａnk 

CorporationBank 

OrientalBankoｆＣｏｍｍｅｒｃｅ 

2.745 
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９
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３
３
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1.220 

Ｎ､Ａ 

２８０ 

１，０７３ 

〔Ｉ〕優先部門融資額総計

〔Ⅱ〕全部門への融資総額

〔Ⅲ〕＝〔Ｉ〕／〔Ⅱ〕（％）

6,661＊ 

24,244＊ 

36,318 

117,435 

27.5 30.9 

＊VijayaBankのデータを除く

出所：ＣＯ”””Ce，April26，1980,ｐ､６９７Table６
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たに国有化された６行のパフォーマンスを，ＳＢＩグループならびに６９年

国有化銀行14行と比較したものである。これによると69年から78年にかけ

て，店舗数増加率，預金額増大率，融資額増大率のどの基準をとってみて

も，８０年国有化銀行が最も高い成長率を記録している。すなわち，この間

に，店舗数は5.4倍，預金額は13.2倍，融資額は１２．４倍となった。の承な

らず，これら６銀行の優先部門融資比率は78年時点で30.9％となっており，

公共部門銀行のそれと比較してもほとんど遜色なく，国有化されなくても

「銀行の社会的責任」を果たしていたことを示している（第11表参照)。

８０年４月の追加国有化によって，いまや全商業銀行の預金総額ならびに

融資総額の９割強が政府のコントロール下に置かれることになった。政府

によると，国有化の目的は69年の場合と同一で，後進地域の経済発展推進，

弱小部門に対する資金融通の促進，ならびに２０ポイント・プログラム(２，

の遂行であり，むこう５年間にわたって優先部門融資比率を国有化時点で

の33％から40％へと引上げることにある，とされている。

６銀行の追加国有化によっても，公共部門銀行の低収益率・低効率とい

う問題は解決されえないが，これを契機にして早晩公共部門銀行の「合理

化」＝統合的再編が必至になるものと思われる(22)。

（１）インド銀行業の発達についての基本的な資料としては，RBI，他PCγＺｏ〃

Ｃ"γγC"cWz〃Ｆｊ"α"cｃ（年刊)；ｄｏ.,肋PCγノｏ〃Ｔγe"。α"。Ｐγ０９γCSS

〃Ｂａ"ﾉｾ/"ｇノ〃Ｉ"`ｊａ（年刊)；ｄｏ.,Ｂ"此"〃（月刊）が挙げられる。国有

化以降の商銀のパフォーマンスについては，次の報告書がある。RBI，

Fzc"cﾉﾌﾞo"i"ｇｑ/・Ｐ"6/ｊｃＳｅｃ/ｏｒＢａ"んs：此PCγ#がメノｂｃＣｏ”〃"Ce，

1978。なお使い易い図表，統計として，RBI，Ｃ〃γｔＢｏｏルｏ〃Ｆｉ"α"cjaノ

α"‘ECO"0〃ｃ〃dicα/oγs，1978,がある。

（２）しかしながらインド全土にわたって約60万の村落があることを思うと，７９

年６月の時点では，農村店舗はなお45か村に一店の割合でしかない。

（３）７９年６月以降の店舗数の推移は，第Ｆ-1表の如くである。農村店舗のシニ

アーは更に増大し，８１年６月にはほぼ２店に１店が農村店舗となった。農

村・準都市店舗のシェアーも，準都市店舗の若干のシニアー低下にもかかわ

らず，８１年６月には73.0％へと増大した。一方〆大都市店舗数の増加は先の
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第Ｆ-1表全商業銀行の人口センター別店舗数回

1981年６月
人口センタ

数 ％ 

1）農村

2）準都市

15.101 17.650 46.6 49.4 

8，０７８ 8．４２６ 23.6 24.9 小一市諦

計

川正山川一川三皿》
１
１
１
１
。

》鷲三Ⅷ｜繩
23.179 7１．５ 

１
．
１
１
 

(3)都

(4)大
―― 

４，８５６ 

４，３８４ 

9,240 

32,419 

15.0 

13.5 

小 計 28.5 

合 計 100.0 

出所：RBI,RCPoγオｏ〃Ｃ"γγe"cjMzMFi"α"Ce，

１０年間と比較するとその速度をゆるめ，全体に占めるシニアーも81年６月に

は12.6％まで低下した。

（４）自明のことではあるが，一般的に言って，単なる支店の拡大がバンキン

グ・ハピットの定着あるいは貯蓄動員化のための万能薬になるとは信じがた

い。この点はすでに，RichardCPorter，“ThePromotionofthe《Ban．

kingHabit》andEconomicDevelopment，',Ｔｈｅ〃”"αノがＤｅＭｏ”e"/

Ｓ畝此S，ＶｏＬＩＩＮｏ､４，Ｊｕｌｙ1966,の中でつとに指摘されているところで

ある。

（５）ＳＬ､Shetty,ｏｐ．ｃ".，ｐ､1,417 

（６）６９／70年から79／80年にかけての10年間に実質ＮＮＰ（70／71年価格での

要素費用表示）は3,240.8億ルピーから4,432.8億ルピーへと1.37倍の伸びに

とどまったのに対し，通貨供給量（Ｍ３＝現金通貨十銀行要求払預金十銀行

定期預金十その他ＲＢＩへの預金）残高は，７０年３月末の940.5億ルピーか

ら10年後の80年３月末には4,726.9億ルピーへ5.03倍にふくれあがり,この間

実質ＮＮＰに対するＭ３の比率は29.0％から106.6％へと飛躍的に増大し

た。また卸売物価指数（1970/71年＝100）は上記の10年間に2.2倍となった

（第Ｆ-1図参照)。

（７）第Ｆ-2表は家計の粗貯蓄を金融資産形態別にゑたものである。銀行預金

が，７５／76年以降シニアーを低下させてはいるものの，なお約５割のシニア

ーを保っている。他方，証券類への投資はほとんどとるに足らないほどのシ

ェアーを占めているにすぎない。このように家計の資産選択の中で証券がネ
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第Ｆ-1図卸売物価指数の動向

4６ 

(1970/71年＝100）

250 

２００ 

1５０ 

70/７１７１/７２７２/７３７３/７４７４/７５７５/７６７６/７７フ7/７８７８/７９７９/８０８０/８１

rernmentoflndia，ＥＣＯ"0ＭＣＳ"γ"ey，Zg8Z-82，ｐ、１１９出所：Governmentoflndia,ＥＣＯ"01Ｍ

グリジプルな地位しか占めていない理由としては，所得水準の低さ，証券の

税引後の実効利回りの低さ，優良･証券の少なさ，等が挙げられる。

一般に途上国の証券市場の特質ならびに低迷の理由については，ＵＴｕｎ

Ｗａｉ＆ＨｕｇｈＨ・Patrick，，'StockandBondlssuesandCapitalMarkets

inLessDevelopedCountries''’１ＭＦＳｍノゲＰａＰＣγs，ＶｏＬＸＸＮｏ､２．

Julyl973を参照されたい。
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第Ｆ-2表家計の金融資産形態での粗貯蓄

（単位：1,000万ルピー，経常価格表示）

1970/7111975/7611976/7711977/7811978/7911979/8011980/8１ 
(1)通貨

(2)銀行預金

(3)会社への貸付金

(4)生命保険積立金

(5)積立金

iｌＤｉ 
６
Ｊ
７
Ｊ
０
Ｊ
９
Ｊ
２
Ｊ
９
Ｊ
９
Ｊ
９
Ｊ
４
Ｊ
０
Ｊ
 

・
０
・
１
・
２
・
６
・
３
・
４
・
１
・
１
・
７
・
５

４
。
４
．
７
。
９
．
２
．
２
．
４
．
１
．
４
．
２
．

５
７
９
８
６
３
１
０
２
０
１
５
６
３
０
１
０
３
１
 

３
１
７
３
 

２
１
４
２
１
 

く
く
く
く
く
く
く
く
く
く

341.9 

（6.9） 

2,870.9 

（57.5） 

129.7 

（2.6） 

422.2 

（8.5） 

1,079.6 

（21.6） 

９０．８ 

（1.8） 

３８．４ 

（0,7） 

４．９ 

（0.1） 

１５．９ 

（0.3） 

５
Ｊ
６
Ｊ
１
Ｊ
０
Ｊ
３
Ｊ
７
Ｊ
０
Ｊ
４
Ｊ
９
Ｊ
８
Ｊ
 

０
５
９
６
８
８
３
乱
５
段
ｚ
９
Ｌ
２
２
ｌ
８
８
４
５

３
５
０
６
２
０
８
７
０
７
４
５
０
２
 
く
７
０
１
４

忽
ｏ
８
ｑ
ｌ
ｌ
６

６
１
５
 

２
 

４
 

く

４
 

く

1,309.1 

（13.0） 

4,510.4 

（44.7） 

259.1 

（2.6） 

772.9 

（7.7） 

1,764.8 

（17.5） 

825.6 

（8.2） 

267.9 

（2.7） 

４．４ 

（－） 

４０．６ 

（0.4） 

337.7 

（3.3） 

1,665.7 

（14.2） 

5,679.7 

（48.5） 

223.1 

（1.9） 

875.3 

（7.5） 

2,069.1 

（17.7） 

721.0 

（6.2） 

226.8 

（1.9） 

４．７ 

（－） 

３０．９ 

（0.3） 

206.9 

（1.8） 

(6)対政府請求権

(7)企業証券・協同
組合証券

(8)長期金融機関お
よびその他金融
機関の証券

(9)インド信託会社
のユニット

(１０その他金融資産

(－） 

計合 11,703.2 

(100.0） 

９．６ 

2,084.5 

(100.0） 

５．５ 

4,994.3 

(100.0） 

７．２ 

6,905.1 

(100.0） 

９．１ 

7,112.6 

(100.0） 

８．４ 

9,240.1 

(100.0） 

１０．１ 

10,092.5 

(100.0） 

９．９ NNPに対する比率

出所：RBI,RePoγ/ｏ〃Ｃ"〃e"cycz"ａＦｊ"α"cc，Ｚ979-80,ｐ、１５

ｄｏ，RePoグメｏ〃Ｃ"〃C"cｺﾉα"‘ＦＷｚα"cc，Z980-8Z，ｐ、１５

（８）例えばＲＢＩが設定した年利の1/12を月含の利子支払いにあてるといった

方式や，定期預金獲得のために，かさ，アタッシュケース，さいふ，仲介手

数料の支払いから，ばては外国旅行やテレビに至るまでの「賞品」がおくら

れるケースがあると伝えられている。BhabatoshDatta，“TheBanking

Structure：ARe-Appraisal''ＥＣＯ"0〃ｃａＭＰｏ鮒ｃａＪＷｃｅＡｌｙ，ＶｏＬＸＩ

Ｎｏ､21,Ｍａｙ22,1976．こうした不健全な預金獲得競争は，基本的には預金

利子率の低さに由来するものと思われる。
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（９）RBI,Ｆ""c"o"i"ｇｑ/･Ｐ"6"ｃＳｅｃ/oγＢａ"んs，ｐ､２９

(10）しかしなおこの水準のシェアーですら，国内総生産に占める製造業部門の

比率（15％前後）と比較すると，均衡を失するほど膨大な銀行資金が製造業

部門に注入されているいうシェティの指摘は傾聴に与いする（ＳＬ､Shetty，

“DeploymentofCommercialBankandOtherlnstitutionalCredit：A 

NoteonStructuralChange''，ＥＣＯ"o〃ｃα"ｄＰｏ伽ＣａノWCehly，ＶｏＬ

ＸＩＮｏ､19,Ｍａｙ8,1976,ｐｐ､696-697)。

（11）ＴｈｅＥｃｏ"o〃ｃＴ航Cs；“ChorusofDemandforFunds'，（６月１日

号)，“ReduceCRRandlnterestRates'’（６月８日号)，“S､Ｖ・Char，

CreditSqueeze”（６月９日号)，“`ＯｐｅｎMind'onCreditLiberalisation'’

（６月26日号)，“P1eatoLiberaliseCreditPolicy”（７月９日号)。なお，

ＣＯ"””ｃｃ誌の“GovernmentWoosBusiness”（Ｍａｙ1,1982）をも糸

よ・

（10）とくに81／82年は社債を中心とする資本発行ブームとなり，証券市場をつ

うじて調達された総資金は，８０／81年の11.94億ルピーから42.32億ルピーへ

と激増した（T〃CECC"0〃ｃＴ伽Cs，April7,1982)。

（13）民間卸売業者の意見は次の文献の中に見出すことができる。’'100Years

ofKapadMahajan：AFeature''（CO腕腕”cc，Jan､16,1982,別冊）

（14）金融業の中ではいわゆる「土着銀行家」（indigenousbankers）が，民間

卸売取引商人同様，インフォーマル・セクターとフォーマルセクターとの接

点にたち，金融近代化政策による厳しい規制の下で，一方では近代化への脱

皮を図りつつも，他方ではブラック・マネーによる資金融通へと沈潜すると

いう二極分裂をおこしているように思われる。Governmentoflndia：

BankingCommission，Ｒｅｐｏｒｔ〃ＭＣＳｍｄｙＧγozuPo〃伽`igc"o"Ｓ

Ｅα"彫稻，Bombay，１９７１；ThomasTimberg＆ChandrasekarV、Aiyar，

“InformalCreditMarketsinlndia，',ECO"o伽ｃａＭＰｏＪ"ＭｚＪＷＣｅｈｂﾉ，

ＶｏＬＸＶＮｏｓ､５－７（AnnualNumber),Februaryl980,を承よ・

（15）銀行資金はまた，政府証券への投資というルートを通じて公共部門に流入

している。前掲第７表から明らかなように，政府証券投資／預金比率は69／

７０年より80／81年にかけてほぼ25％を占めている。７６年６月以降の指定商業

銀行の公共部門と民間部門との融資比率はデータが入手できないので正確に

はわからないが，公共部門融資比率の増大傾向からゑて，８０年までには最低

融資総額の30％程度が公共部門にあてられていると推測できよう。また融資

／預金比率をほぼ70％程度と仮に設定すると，公共部門融資額／預金総額比

率はほぼ20％前後と推測される。これに政府証券投資／預金比率の25％を足



(％） 第Ｆ-3表 主要利子率の推移

1974；511975；611976；711977ｲ811978；9119795.'19803, 1965$611170ｲ,'1171；21197弩311973；４
公定歩合

大蔵省証券利子率

商業銀行

(1)預金利子率（上限）

（i）１年定期

（ii）３年定期
⑪５年定期

(2)貸付利子率

（A)SBI貸出レート

値Ｉ旱葦雫詩雲舗!’
（i）上限（一般）

（ii）下限（一般）

9.0 9.0 9.0 6.0-7.0 

3.50-
４．００ 

9.0 

4.25-

４．６０ 

9.0 9.0 9.0 5.06.0 

3.00-

３．５０ 

6.0 

3.50 

6.0 

3.50 

6.0 

3.50 

●
●
●
 

句
一
日
（
一
ｍ
〃
曰
く
ベ
〉

4．６０ 4．６０ 4．６０ 4．６０ 4．６０ 4．６０ 

7.50-

８．５０ 

10.00 

10.00 

6．００ 6．００ 7．００ 8.00 8.00 6.00 

6.50 

7.25 

6.00 

6.50 

7.25 

8.00 6．００ 

６．２５ 

７．００ 

6.00 

6.50 

7.25 

6.00 

7.00 

7.25 

7．５０ 

９．００ 

８．５０ 

１０．００ 

9.00 

10.00 

9.00 

10.00 

9.00 

10.00 

8.00 

9.00 

9．０－ 

１２．５ 

13.5-

14.0 
13.0 13.0 16.5 7.0-8.5 8.5 8.5 8.5-9.0 14.0 16.5 7.0-7.51 

15.0 15.0 18.0 16.5 16.5 19.4 10.0 

12.5 13.5 10.0-11 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 

長期金融機関プライ
ム・レート

(i）ＩＤＢＩ 
(ii）IFCＩ 
御ICICI
(iv）IRCＩ 

(v）ＳFCS 

4． 

１１．００ 

１１．００ 

11.00 

８．５ 

８．０－ 

１５．５ 

11.00 

１１．００ 

11.00 

8.5 

8.0-

１５．５ 

14.00 

１４．００ 

14.00 

9.15 

12.0 

１６．０ 

０
 

５
０
５
 

１
 

８
９
８
’
５
１
 

８
 

9.0 

９．５ 

９．０ 

８．５ 

９．０－ 

11.0 

１０．２５ 

１１．２５ 

１０．２５ 

８．５ 

８．０－ 

１３．０ 

１１．００ 

１２．００ 

１１．００ 

8.5 

8.0-

１４．５ 

11.00 

１１．００ 

１１．００ 

８．５ 

８．０－ 

１５．５ 

１１．００ 

１１．００ 

11.00 

８．５ 

８．０－ 

１５．５ 

８．０ 

８．５ 

8.0 

8.0-

９．０ 

８．５ 

９．０ 

８．５ 

７．５－ 

１０．５ 

８．５ 

9.0 

８．５ 

８．５－ 

１０．５ 

出所：RBI,池PCアオｏ〃Ｃ"γγeGyα"ｄＦｉ"α"cc，Ｚ97576,Vol.Ⅱ，ｐｐ・

ｄｏ.,RcPoγｆｏ〃Ｃ”γe"c,α"‘Ｆｉ"α"Ce，Z980-8Z，ＶＯＬⅡ，ｐｐ．

７D71 

68-69 

（
＠
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すと，８０年までには最低でも指定商業銀行預金総額のほぼ45％が政府・公共

部門に流入しているという計算になる。

なお組織金融部門全体の資金の流れをゑて承ると，７９／80年に最終的に資

金の60％が公共部門に流入している（これに更に積立金，郵便貯金，外国援

助といった，公共部門が直接利用できる資金が加わる)。国民所得の約20％

しか公共部門で創出されていないのに，計画支出に占める公共部門のシェア

ーは60％を超えている｡以上の点の指摘については，Ｓ・Kumarasundaram，

‘`ThelndianFinancialSystem：ItsDeficienciesandSomeRemedies，'， 

ＥＣＯ"Ｏ脚ｃα"ｄＰｏﾉﾉﾉｊｃａノＷＣＣﾉbJy，ＶｏＬＸＶＩＩＮｏ、１９，Ｍａｙ8,1982,ｐ、

795。

(16）公定歩合政策もまた主要な金融政策の手段ではあるが，インドの場合，公

定歩合は第Ｆ-3表より承られるごとく，下方硬直的であり，またほとんど弾

力的には運用されていない。

(17）「中央銀行貨幣（＝現金十中央銀行預け金）－中央銀行借入金」をもって

オーバー・ローンの定義とすることについては，鈴木淑夫『現代日本金融

論』東洋経済新報社，1976年，第１章を参照した。

ところで国有化以降，指定商業銀行のオーバー・ローンが解消したという

事実は，実に驚嘆すべき事実である。第７表から明らかなように「RBI預け

金一RBIからの借入金」の象をとってゑても，７６／77年以降この数値は恒

常的にプラスとなり，７７／78年以降その値は加速度的に大きくなっている。

このことの影響は融資／預金比率の低下（とくに77／78年以降）としてあら

われ，優先部門への優先的信用配分政策の下では，とりわけ大中規模工業部

門ならびに民間卸売取引部門に対する信用圧搾として現象している（前注

（11)ならびに(13)参照。また，Ｓ､Kumarsundaram,ｏＰ．ｃ"．をも糸よ)。

しかしながら国有化以降オーバー・ローンが解消したのは指定商業銀行に

ついての承である。第Ｆ-4表は69／70年以降のＲＢＩの負債・資産の動向を

ふたものであるが，一見して明らかなように，指定商業銀行を唯一の例外と

して，州政府ならびに州協同組合銀行および特殊銀行(その他銀行)はすべて

恒常的にＲＢＩからの借入れに圧倒的に依存しつづけている。また中央政府

に対しては，大蔵省証券の割引ならびに国債への投資という形で通貨供給が

おこなわれている。つまり，国有化以降（とくに77／78年以降）指定商業銀

行のＲＢＩ預け金は，ＲＢＩによって中央政府，州政府，州協同組合銀行，

特殊銀行へとふりむけられるようになったと言える。

（18）BhabatoshDatta,０，ｃﾉﾉ． 

（19）RBI,Ｆ""c"o"ｉ"ｇｑ/Ｐ"ＭｃＳｅｃ'０γＢａ"んs，Chaps､５～８
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第Ｆ-5表指定商業銀行の収入と支出

(単位：１０万ルピー）
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(20）第Ｆ-5表は1965年以降の指定商業銀行の収入・支出のトレンドをふたもの

である。第(11)欄の経常支出／経常収入の比率を糸て承ると，国有化以降，

この比率は明らかに上昇した。他方これにともなって，第(12)欄の経常利

潤／経常支出の比率は，国有化以降明らかに低下した。ただし一店舗あたり

の経常利潤は，店舗数の飛躍的増加にもかかわらず，７４年以降は上昇してい

る。なお公共部門銀行の収益性悪化問題については，ＳａｍｐａｔＰ、Singh，

“ProfitabilityofNationalisedBanks'',ＥＣＯ"o”ｃα"cZPo伽cαノWCCﾙJy，

ＶｏＬＩＸＮｏ､35,August３１，１９７４（ReviewofManajement)；Meenakshi 

Thyagarajan，“ImpactofExpansiononBanks，Earnings，Expensesand 

Profits''，ＥＣＯ"ＯＭＣα"ｄＰｏ伽CCZノWCehJy，ＶｏＬＸＮｏ,４８，Nov、２９，

１９７５（ReviewofManagement)；LGKulkarni,“DevelopmentRespon‐ 

sibilityandProfitabilityofBanks''，ECO"0〃ｃα〃ＰＣ/耐cαノWCCﾉｾ【y，

Vol．ＸⅣＮｏ．３４，August２５，１９７９（ReviewofManagement)；S 

Kumarasundaram,ｏｐ・Cit.,参照。

(21）２０ポイント・プログラムとは，1975年７月に非常事態体制下で，インディ

ラ・ガンジー政権によってとられた措置で，弱者救済等がうたわれている。

なお，1982年１月に，再度インディラ・ガンジー政権によって新20ポイン

ト・プログラムが発表された。新旧両20ポイント・プログラムの内容につい

ては，ＣＯ”””Ce，January23，1982,を承られたい。

(22）公共部門銀行の統合的再編については，すでに1972年の銀行委員会報告で

もその必要性（全国銀行３行案）が勧告されている（Governmentoflndia，

RePoγ２０/・ﾉﾉｂｅＢα"ﾙﾌﾞ"ｇＣｏ加伽ssio"，1972,ｐｐ､385-387)。また，Bha‐

batoshDatta,ｏｐ、Cit､をも象よ･

〔４〕要約

独立後インドの金融近代化の課題は，植民地型金融制度を解体し，プラ

ニングの基本線に添った国民的金融制度を確立することにあったが，この

金融近代化の歴史がすぐれて金融諸制度国有化の拡大の歴史として現われ

るところに，その特質を永いだすことができる。

まず1947年の中央銀行であるインド準備銀行の国有化，ならびに1955年

のインド帝国銀行のステート・バンク・オブ・インディアヘの再編国有化

によって２つの中枢点がおさえられた(1)。その後，第２次五か年計画によ
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って着手された重工業推進プログラムの遂行にあたって，いわゆる開発銀

行としての特殊長期金融諸機関の設立があいつぎ，この流れは1964年のイ

ンド工業開発銀行（IndustrialDevelopmentBankoflndia）の設立に

よって統一的に整舸備されるに至った(2)。それは国際競争から完全に遮断さ

れた環境の中で，重工業化を推進するために必要不可欠な長期資金を人為

的な低金利で融資するメカニズムの創出であった。

しかしながら1960年代後半に至って，重工業優先政策は国内市場の限界

につきあたるという形で深刻な反省を迫られることになった(3)。第４次五

か年計画における「緑の革命」による農業近代化路線の導入は，経済危機

の打開を富農層の購買力拡大を中心とした国内市場の拡大に求めるもので

あったが，そのためには農村金融の近代化が不可欠の補完物となる。この

要請が，あえて商業銀行を国有化してまでも農村金融の分野へと業務を拡

大させた背景となっている。国有化以降1o年間の商業銀行のパフォーマン

スを検討したかぎり，上記の結論は妥当性をもっているように思われる。

すなわち69年国有化の意味は，従来公共企業ならびに民間大企業を中心と

する重工業部門に集中していた人為的低金利による資金注入を，富農層を

中心とする農業部門にまで拡大せんと意図したものであった。しかしなが

らこの過程で－貯蓄資源の十分な吸収・動員化が銀行組織によってなさ

れない限り－民間大中規模工業部門ならびに民間商業部門に対する融資

比率は減少せざるをえなかった。換言するならば，国有化以降10年，銀行

融資は工業部門から農業部門へ，あるいは観点を変えれば，民間部門から

公共部門へと有利になるように展開した。

国有化以降のもう一つの顕著な動向は，潜在的貯蓄の動員化の必要性と

いう理由に加えて，商業銀行の収益性の低下のために，前提第Ｆ-3表から

うかがわれるように，主要各利子率が著しく下方硬直的にならざるをえな

かったことである。しかしその中で国債の利|回|りと大蔵省証券の割引率だ

けは極端に低くおさえこまれており，この点からも銀行資金の配分が公共

部門に対して著しく有利になっていることがうかがわれる。
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要約しよう。1969年の主要商業銀行14行の国有化によってインドの金融

構造は大きく転換する起点を与えられた。これによって，(1)商業銀行がイ

ンド金融構造の中で揺ぎない中心的な金融組織となった。(2)商業銀行の農

村金融への進出によって，「緑の革命」戦略の金融的支柱が確保された。

(3)商業銀行の国有化によって，プラニングの基本戦略遂行上の不可欠の一

環として商業銀行が組永込まれるようになった。(4)更に，商業銀行の融資

配分は公共部門（中央・州政府ならびに公共部門企業）に著しく有利にな

るように展開した。

（１）これに続いて1956年にインド生命保険公社（LifelnsuranceCorporation

oflndia）も国有化された。

（２）工業開発金融諸制度の概要については，野上－治「工業開発金融」（林利

宗編「インドの金融事情』所収）を承られたい。

（３）伊藤正二「独立後の独占資本の発展と経済的従属」（中村平治編『インド

現代史の展望』青木書店，1972,所収)，拙稿「インド重工業化の経済的帰

結」（『経済志林』第44巻１号，1976年３月)，ＳＬ・Shetty，“Structural

RetrogressioninthelndianEconomysincetheMid-Sixties'，Economic 

andPoliticalWeekly，1978． 

（後記：本稿作成にあたっては，1981年度法政大学研究助成金の援助を得た｡）


